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平成 29 年 2 月 26 日(日)愛知県の米田柔整専門学校において、学会主催研修

会が開催された。冒頭で愛知県柔道整復師会 森川 伸治 会長、当学会 櫻井 康

司 会長が今現在の業界状況を鑑み、柔道整復学で唯一の学会である当会を推進

し、若い世代に繋げるようにしていきたいという旨を述べた。閉講式では北は

北海道、南は長崎県から 121 名の受講者を代表して北海道、愛知県から受講し

た２名の会員に修了証が授与された。 
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○特別講演：「膝関節内病変について」 

      ～臨床家として日々経験した症例より～ 

特定医療法人 米田病院 スポーツ整形外科長 福山 陽子 先生 ・  ４ 

 

〇教養講座：「日本における地域包括ケアの取り組みについて」 

     ～地方大学における試み～ 

学校法人藤田学園 藤田保健衛生大学 副学長 金田 嘉清 先生 ・ ７ 
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(社)日本柔道

整復師会の学会

として昭和 43

年から 24 回ま

で開催された学

会を、他の医療

関連職と同様に、

純粋な学会として社会貢献すべきで

あると言う機運が高まり、平成 3 年、

当時の日本柔道整復師会会長・松本好

司先生の英断により、柔整師会と分離

運営することを前提に学会設立準備

委員会が組織され、平成 4 年 12 月に

第 1 回学術大会が開催された。平成

14 年には、日本学術会議に団体登録

された。現在、文部科学省・厚生労働

省・日本柔道整復師会・全国柔道整復

学校協会並びに柔道整復研修試験財

団等の後援を受け開催され、また平成

26 年 4 月には一般社団法人を取得し

た。8 つの分科会があり、今後学会の

発展のためには各分科会の活発な活

動が必要不可欠である。 

登録柔道整復師数は、97,764 名(平

成 28 年度末、試験財団資料)。前年の

就業柔道整復師は 63,873 名である。

当学会の会員数は、平成 28 年の時点

で 5,800 名位であり、この会員数を登

録柔道整復師数の増加と同様に増や

していくことは、柔道整復師の社会的

責任である。誕生の母体となった日整

会員が、当学会の 74％程度を占める

が、残念ながら、当学会への入会率は

平均 25％位(平成 27 年 3 月 31 日)であ

り、50％を超える都道府県社団と、

10％位の社団との温度差があるのが

現状である。学会の改革と共に、学校

協会や日本柔道整復師会等に更なる 

ご協力をお願いしたい。 

   

発表演題については、2000 年頃か

ら大学からのエントリーが増加し、

200 演題を超えるようになった。学会

のホームページで、論文検索システム

は、会員のみがアクセス可能となって

いるが、研究成果を広く発信する事や、

引用されやすくするためには、今後、

オープンアクセスにすることが望ま

れる。当学会誌に掲載される論文は、

全て査読(Peer Review)を経たのち掲

載されるが、さらに論文の質向上が望 

まれるところである。
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本年の学術大会は大阪で開催、来年

は愛知県、オリンピック前年には東京

を予定している。多くの柔道整復師の

皆さんの参加をお願いしたい。 

超音波エコーに対する研究が報告

されている。専門学校や大学等での研

究と検証を基に、学会での活発な研究

発表や、臨床における積極的な取り組

みによって、柔道整復師として誤りの

無い施術体制を確立したい。また、使

用にあたっては許容されている範囲

の解釈を厳粛に守り、専門家集団とし

ての責任と自覚が喫緊の課題である。 

認定柔道整復師制度は、その価値を

どのように高めていくか、取得のため

の条件をいかに設定するか、社会に追

認してもらえる資格として確立し、医

師の「～認定医」というような形でそ

の広報を行えるようにしたい。現在、

厚生労働省のカリキュラム検討委員

会において、教育課程の改正が検討さ

れており、現在の単位数 85 単位以上

から 99 単位以上・2750 時間以上とい

う大幅な増加が見込まれている。また、

試験財団において国家試験必修問題

の増加等が検討されている。平成 16

年(2004 年)に必修問題が導入され、一

般問題と必修問題の両方が合格基準

を上回ることが条件となった。平成 28

年 3 月の試験では 7,122 名が受験し、

合格者が4,583名で合格率は64.3％で

あった。新卒者では受験者 4,986 名中、

合格者は4,100名で合格率は82.2％と 

なっている。 

柔道整復師を取り巻く環境が厳し

くなるなか、受領委任等の問題が浮上

し、厚生労働省の検討専門委員会で、

1.療養費に関する事項、2.受領委任に

関する事項等が議論されている。柔道

整復師の一人あたりの収入の減少が

顕著であり、全体として構造不況業種

に向かう危険性が懸念される。開業柔

道整復師の悲痛な叫びが聞こえてい 

る。 

長年に亘り柔道整復師の養成施設

として学校運営をしてきた責任とし

て、柔道整復師の社会的地位を向上す

べく、平成 21 年 4 月、東京有明医療

大学を開学した。平成 25 年に修士課

程、平成 27 年には博士課程を設置し

た。平成 30 年には博士(柔道整復学)

が誕生する予定。平成 28 年 9 月には

国立モンゴル医療科学大学と大学間

協定を締結し、柔道整復学科が開設さ

れた。(公社)日本柔道整復師会や(公

社)東京都柔道整復師会等の国際交流

が、シルクロードとして繋がるように 

全力を結集し、貢献したい。

 

【略 歴】 1995(平成 7)年～2005(平成 17)年 3 月 (社)全国柔道整復学校協会 会長 

厚生労働省 柔道整復に関する審議会委員、柔道整復師国家試験幹事委員  等 

【現 職】 (一社)日本柔道整復接骨医学会 会長、学校法人花田学園 理事長  等 
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本日は前十

字靱帯（ACL）

断裂、半月板

損傷、離断性

骨軟骨炎、大

腿骨内顆部骨壊死、膝関節内腫瘍など

稀な疾患、についてお話させていただ

く。 

・ACL断裂 

断裂による ACLの機能不全を放置す

ると、膝崩れを繰り返し軟骨損傷が進

行する。ACLは膝関節の様々な肢位で

緊張する線維を受け渡し膝関節の制 

動を行う。 

以前は長さ変化の少ない、いわゆる

isometric point に骨孔を作成する再

建術が行われていたが、ここ 10 年来

は特に ACL付着部についての解剖学的

知見が集積され、できるだけ解剖学的

位置に正確に骨孔を作成する解剖学

的再腱が行われるようになった。術後

はテンションのかかる方向に骨孔が

拡大する傾向にあるため、大腿骨側骨

孔は Deepの位置に作成する方が前方

制動機能が長持ちし、機能するポイン

トは骨孔の前壁と接触する部分であ

ることを考慮すると骨孔はより小さ 

 

く後方の方がよい。Low位置に作成す

ると関節伸展域で移植腱の緊張が増

大し制動効果は大きくなる。しかし

Lowで Shallow が過度になると移植腱

の長さ変化が大きくなるため膝伸展

制限、骨孔拡大、移植腱断裂のリスク

が上がる。従ってできるだけ Deepで

適度に Lowの位置に骨孔を作成するこ

とが求められる。当院では 2012 年ま

で解剖学的１ルート再腱術を行って

きたが、さらなる術後成績の向上を目

指し、2013年末より２ルート再腱術を

開始した。短期間の私見ではあるが、

両者の比較では、骨孔径の小さい２ル

ートの方は痛みがやや少なく、Nテス

トの陽性率が少ない、MRI画像でのリ 

モデリングが良い印象がある。 

・半月板損傷 

半月板は大腿脛骨関節に介在し荷

重分散機能を担っている。脛骨関節面

の内側は凹面で杯様だが、外側は凸面

で大腿骨外顆と凸面同士となってい
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るため、外側半月板を失うと骨関節面

の適合性が著しく損なわれる。過度な

応力が局所に集中し関節軟骨損傷を

誘発するリスクが増大するためでき

る限り温存することが望まれる。半月

板の断裂には縦断裂、バケツ柄断裂、

斜め断裂（弁状断裂）、水平断裂、横

断裂がある。半月板損傷部が前後角も

しくは関節包近傍で血流の再開が期

待できる部位であれば縫合で治癒す

る可能性が高い。血行の乏しい部分や

水平断裂等にはやむなく切除術を行

ってきたが、軟骨損傷予防のため、近

年は血行の乏しい部 位に対しても

Fibrin clot や滑膜の挿入等工夫をし

た縫合術を試み、温存を目指した治療 

が主流となってきた。 

 

しかし競技復帰後に再発すること

も散見されるため、力学的ストレスが

損傷部位に集中しないよう、体全体の

使い方を改善する視点が求められる。 

・離断性骨軟骨炎（OCD） 

治療方針をたてる上では正確に病

期を診断することが重要である。病変

部の不安定性がまだほとんどない進

行期前期までならば保存療法の適応

となるため、その時期までに早期発見

し治療開始することが望まれる。スポ

ーツを継続して、既往歴では膝痛は多

少あったかな？という程度でも、広範

囲の病変部が存在し、軽微な機転で突

然有症状となった症例を経験した。痛

みが少ない場合でも存在の可能性を

念頭において診療にあたることが早

期診断において重要である。またスポ

ーツの休止だけでは進行することが

多いため、特に荷重面の病変に対して

は、松葉杖等による免荷を考慮する必 

要がある。 

・大腿骨内顆骨壊死 

骨壊死は軟骨下骨梁骨折が起点と

言われている。骨の脆弱性、下肢アラ

イメント異常（内反膝等）、半月板変

性断裂による Hoop機能の破綻等によ

り発症し、進行する。保存療法で進行

してしまった症例に対する根治術と 

して OWHTOが有効である。 

・膝関節内腫瘍等 

関節内腫瘍、滑膜性骨軟骨腫、ガン

グリオン等、画像診断が決め手となる

が、頻度的に稀で経験する機会が少な

いため見落とされることもある。存在

の可能性を頭の隅において注意深く 

読影することが重要である。
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【略 歴】 

1991（平成 3）年 

三重大学医学部卒業 名城病院研修医、東海病院、碧南市民病院勤務を経て 

1999（平成 11）年 

現、公益財団法人スポーツ医・科学研究所 臨床部 研究員 

2003（平成 15）年 ～ 現在 

特定医療法人米田病院スポーツ整形・一般整形外科医師（スポーツ整形外科医長） 

米田柔整専門学校講師 
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世界の高齢化に

比較して、日本は

1990 年代より少子

高齢化が進行、2060

年になると急速に

人口減少が進み、出

生数が 100 万人を

割る。今後 40 年間

が問題。2030年は、団塊世代 700万人

が 75歳以上、高齢化のピークとなる。 

2050年は、団塊ジュニア世代が二度

目のピークに近づく。2040年代は、出

生数が 70 万人、死亡数は 167 万人に

なり、毎年 100万人位が減り出し、社

会構造が激変する。今後、医療・介護

が不足するため、地域包括ケアが必要、

都市部ほど余裕がなく、地方は余力が

あるが人口減少、財政上の問題を抱え 

ている。 

2050 年には、「肩車型社会」高齢者

一人を成人一人で支えるようになり、

厳しい社会構造が予想されるため、年

金、社会保障などで高齢者を 65 歳か

ら 70歳、70歳を 75歳に変更する意見

も出始めている。2040年には単身世帯

が 37%、高齢世帯は 15%、ひとり親世

帯( 高齢者と成人) が 11％になると予 

想される。 

藤田保健衛生大学がある豊明市の

高齢化率は、人口 68,500 人中 25.1％、

前期高齢者より後期高齢者の伸び率

が多く、要支援がなくなり、80歳以上

の認定率が 3割となるため要介護率が

急上昇している。豊明市は、一般市町

村と同じように後期高齢者人口の急

増、豊明団地を中心に独居高齢者、高

齢単身世帯の増加で医療、介護ニーズ

の増大と担い手不足、課題は医療費の

増大、在宅サービスの不足。急性期で

は、地域医療と介護の連携統合が必要

で 、 こ の こ と が 地 域 包 括 ケ ア の 

基本原則。 

2013 年に学校法人で初めて地域包

括ケア中核センターを開設、医療現場
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では在宅、介護現場では居宅という同

じ意味でも異なる言葉を使用、学校を

出ても地域現場では使えないため、学

生のうちから教育・トレーニングを行

う、教員を入れて学生への教育を開始、 

利用者は月に 1,500 人。 

大学病院併設のため、約 5割が癌患者、

医療依存度が高く支援期間が 3ヶ月未

満の 58%、24時間の在宅見取りも行っ

ている。ER1次～3 次救急搬送のドク

ターカーを利用して ER連携を実施。 

豊明東郷地域医療連携センターを

受託して平成 29年 7 月より稼働予定、

多職種合同ケアカンファレンスを行

い、地域リハビリテーション活動支援

事業を展開、豊明団地は昭和 40 年代

に建設、55棟中エレベーターは 2 棟の

み、4,000 人居住、65 歳 1,300 人 

のうち 360人が独居。 

今後、老々世帯、独居の増加、賃貸

ゆえのコミュニティの希薄化が予想 

される。 

豊明市、UR都市機構、大学の三者で

「けやきいきいきプロジェクト」を締

結、団地内で地域包括活動を行う。UR

が住宅内リフォーム、家賃、人件費は

大学負担、広報などは行政が担当。「ま

ちかど保健室」で看護師、保険師、PT、

OT、薬剤師、ケアマネなどが常駐し、

健康相談、健康体操などを実施。3 ヶ

月間に 5,000 人が来所、大きな反 

響を呼んだ。

 

 

学生を地域にとりこまないと地域

包括ケアは行えない、学生は 4、5 階

に居住し、地域の自治会、防災、お祭

りなどに参加して地域が抱える現実

の生活課題を学び、更に高齢者との食

事会、買い物運搬支援、バリアフリー 

避難路マップなどを作成した。 

平成 28年「明日を拓く人材行整事

業」として、地元の高校生との連携、

地域包括ケアは町づくり、安心安全が

第一、子供向けのイベントも実施。 

今後 15年が医療、介護の流れが大

きく変わる、多職種の連携ができるネ

ットワーク、チームワーク構築が重要。

業務独占が出来れば最大の利点、少子

化が進むなかで、どのように子供たち

を育成できるかも重要課題。
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【略 歴】 

国立療養所東名古屋病院附属リハビリテーション学院理学療法科卒業 

愛知県立大学外国語学部英米学科卒業 

医学博士・理学療法士 

 

藤田保健衛生大学 副学長 

藤田保健衛生大学大学院保健学研究科 研究科長 

藤田保健衛生大学医療科学部学部長 教授 

藤田保健衛生大学地域包括ケア中核センター センター長 

 

学校法人藤田学園理事 

全国リハビリテーション学校協会副会長 
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primary  care： 

最初の医療的、心

理的援助を含む

サービス、初期治

療を指す。 

 

  

1. 二次病院とのコミュニケーション

を大切にしよう 二次病院への紹介

は、患者様の情報を極力詳細に情報提

供書に記載し二次病院に依頼する。最

低限のマナーとして病・医院からの後

療依頼には、必ずお礼状を早急に送付

する。 

 

2. 患者様とのコミュニケーションを

大切にしよう インフォ―ムド・コン

セント(informed consent) 医療提供者

が患者様に診療の目的、内容を十分に

説明し納得して頂いた上で診療を進

めていくことが目的。インフォーム

ド・チョイスとは、インフォームド・

コンセントに加えて、選択肢として考

えられるすべての治療法に関して、科

学的根拠に基づき、そのメリットとデ

メリットまたはリスクを共に提供し、

そのことを患者様に十分理解して戴

いた上で、患者様ご自身に治療方針を

選択、決定して戴くことを目的として

いる。 

問診票は、初診時の情報を円滑に伝

えるためにも有効、プライマリ・ケア

での問題を回避するにも重要。 

 

3. 柔道整復師がプライマリ・ケアとし

て守るべきこと 骨折の守備範囲：患

者様の要求にどこまでこたえられる

か、柔道整復師は応急手当 としての

徒手整復および固定は許されますが、 

治療を継続するには、医師の同意が必

要、連携するには二次病院を選択し、

自らの力量を知り自信のある場合は、

積極的に整復固定を施し、患者様の信

を問う。無謀な挑戦は患者様のために

もよくない、絶対に許されない。無処

置で救急搬送する場合も要求される。 

痛みに関しても、まずは保存療法の

対象。整形外科学の進歩により手術療

法から保存療法、準保存療法に移行、

痛みへの関わりでも我々が活躍でき

る場所は決して狭くない。但し、注意

すべき痛みとして「神経障害性疼痛」

がある。神経解剖学的に整合性のある

疼痛、末梢または中枢の体性感覚系に

おける損傷や疾患を推測させる病歴
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があるなどの痛みの原因が神経障害

性疼痛であると判断される症例に対

しては、二次医療への紹介を早い段階

で決断すべきである。 

 

手術療法が優先される疾患につい

ては、後遺症などを考慮、risk が最小

の治療法を選択。骨折では、関節内骨

折、粉砕骨折、高齢者の大腿骨頚部骨

折、小児の肘関節周辺骨折、その他と

しては、膝の複合的靭帯損傷、筋委

縮、・知覚障害を伴う絞扼性神経障害、

痛みでは脊髄症状を呈するもの、保存

的治療の限りを尽くしてもまったく

痛みの改善がみられないものなど。 

運動器の疾患、障害であれば tie up

可能な整形外科にご高診依頼、他科領

域の疾患の場合は、近隣の病・医院、

地域のセンター病院、大学病院、専門

病院に紹介。 

 

4. 症例提示 急性頚部痛を訴えてき

た患者様が左右の内頚動脈閉塞、左内

頚動脈狭窄の診断、右頚背部痛～右手

指のしびれ様疼痛を訴えた患者様が

肺がんの診断、腰部から両大腿外側に

かけての疼痛を訴えた患者様が腰部

大動脈瘤、前立腺がん、脊髄腫瘍の 

診断、 

 

 

軽微な外力で骨折( 病的骨折) され

た患者様が右腱板損傷、右鎖骨骨折、

左肋骨骨折の診断などの症例を提示

した。 
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 運動器の症状を訴えた場合でもハ

ッキリした所見のない場合は、細心の

注意をはらい、他科領域の疾患を念頭

におき、早期発見が重要で、ときに柔

道整復師がプライマリ・ケアとして役

割を担うことがある。症例によっては、

体温、脈拍、血圧、圧痛部位の調査が

重要なヒントとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

  

【略 歴】 

1980(昭和 55）年 ( 公社) 全国柔道整復学校協会 柔道整復師専科教員資格取得 

1992(平成 4)  年 ( 一社) 日本柔道整復接骨医学会 認定柔道整復師取得 

1997(平成 9)  年 ( 公社) 柔道整復研修試験財団 認定実技審査員資格取得 

 

【現 職】 

米田柔整専門学校 非常勤講師 

( 公社) 柔道整復研修試験財団 認定実技審査員 

( 一社) 日本柔道整復接骨医学会理事 

( 公社) 愛知県柔道整復師会学術委員会アドバイザー 
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今回の広報ニュースから、紙媒体からデジタル媒体に変更となりましたが、

内容に変更はありません。研修会も毎回多数の正会員・学生会員の参加を得て、

行われています。 

毎回研修会でおこなっているアンケートにご記入されたことはありますか？

学術大会でも会員各位にアンケート用紙をお渡ししていますので、ぜひともご

記入の上、回収箱に投函してください。アンケート結果は集計して本会の理事

会に上程されますので、本会の事業運営にも大きな影響を及ぼすことも考えら

れます。実際、研修会の講師の先生方の選択も会員の要望を取り入れておこな

っております。 

広報部では、これからも研修会や学術大会で会員の皆様にアンケートを実施

し、その結果から、提言をおこなっていきたいと考えています。是非ともアン

ケートにご協力をお願いします。 

また、接骨医学会の公式フェイスブックにも、適宜投稿をおこなっています

ので、ぜひともご愛読をお願いいたします。 

広報委員会 委員長 長谷川 寿 
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